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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営の効率性、透明性を高め、安全かつ健全な事業活動を通じ、株主をはじめとする全てのステークホルダー（利害関係者）

にとっての企業価値を最大化することをコーポレートガバナンスの基本的な考え方としています。

当社は、監査役制度を採用しており、現状の経営システムを最大限に機能させることにより、公正、透明かつ迅速な経営執行を実現し

てまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４　株主総会における権利行使】

当社における外国人株主数とその所有比率がそれぞれ低いことから、議決権電子行使プラットフォームの利用や招集通知等の英訳は実施してお
りません。

今後の株主構成の動向により、議決権の電子行使を可能とするための環境づくり（議決権電子行使プラットフォームの利用等）や招集通知等の英
訳を検討いたします。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定給付型企業年金制度を導入しており、企業年金の積立金の管理および運用に関して、外部の資産管理運用機関に委託しておりま
す。当社の事業規模等を勘案し、運用にあたる専門性を持った人材の確保は行っておりませんが、管理統括室にて運用機関に対する運用実績な
どを定期的にモニタリングしております。

【補充原則３－１－２　情報開示の充実】

当社における外国人株主数とその所有比率がそれぞれ低いことから、英語での情報開示・提供は実施しておりません。

今後の株主構成の動向により、英語での情報開示・提供を検討いたします。

【補充原則４－１－３　取締役会の役割・責務（１）】

次期社長候補者については、取締役会にて、十分に審議したうえで指名しております。CEOの後継者計画は策定していませんが、社長候補者に
ついては、社内の多様な業務を経験させ、経営感覚、必要な知識、スキルの習得を磨く機会を設けるなどその育成に努めております。

【補充原則４－３－２、４－３－３　取締役会の役割・責務（３）】

CEOの選解任に関する具体的な手続きやその評価基準は定めておりません。明確な業績の目標をコミットメントした上で、社外取締役における監
督、社外監査役による監査を実施し、取締役会にて都度適切な手続きを行っております。また、任意の指名委員会を設置するか否かについては、
取締役会にて検討してまいります。

【補充原則４－８－１　独立社外取締役の有効な活用】

独立社外取締役を２名選任しておりますが、独立社外者のみを構成員とする会合を開催するなど、独立した客観的な立場に基づく情報交換・認識
共有を図る体制を構築しておりません。

今後、本コードの趣旨を踏まえ実行を検討いたします。

【補充原則４－８－２　独立社外取締役の有効な活用】

独立社外取締役を２名選任しておりますが、「筆頭独立社外取締役」を決定することなどにより、経営陣との連絡・調整や監査役または監査役会と
の連携に係る体制を構築しておりません。

今後、本コードの趣旨を踏まえ実行を検討いたします。

【補充原則４－１０－１　任意の仕組みの活用】

取締役の指名にあたっては、独立社外取締役2名を含めた取締役会で審議の上決定しております。また、取締役の報酬は、固定枠（算定基準あ
り）と、株主総会で決議された変動枠（業績と連動した賞与）に分けて、適切に決定しております。

以上のことから、現行の仕組みで適切に機能していると認識しておりますが、透明性・公正性を高めるため、任意の諮問委員会を設置するか否か
については、取締役会にて重要課題として検討してまいります。

【原則４－１１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

取締役会の構成メンバーについては、経営、営業、技術、財務・会計、法律等の専門性や経験等を考慮したものとなっております。今後、ジェン
ダーや国際性の面を含む取締役会の多様性については、適切な人材がいれば積極的に確保してまいります。

また、監査役については、財務・会計に関する十分な知見を有する社外監査役を1名選任しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】



【原則１－４　政策保有株式】

＜１．政策保有に関する方針＞

保有している政策保有株式は、取引関係の維持・強化、当社の事業発展に資すると判断する限り、保有し続ける方針といたしますが、毎年、取締
役会等で見直しを行い、保有する意義の乏しい銘柄については株価や株式市場の動向を見て適宜縮減していきます。

＜２．議決権の行使＞

議決権の行使は、投資先企業の短期的な業績・株価等に基づいた外形的・画一的な判断ではなく、投資先企業の中長期的な企業価値向上や株
主還元向上に繋がるかどうか等の視点に立って個別議案毎に判断を行います。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

当社は、「会社・取締役間の取引」、「取締役の競業取引」について、取締役会での事前決議及び事後報告を行っております。

また、当社が主要株主などと行う取引は、一般的な取引と同様、所定の基準に基づき関係部署間で協議のうえ承認することとしております。

【原則３－１　情報開示の充実】

（１）経営理念

　常に新たな価値を生み出しお客様の感動を創造します。

　　・常に新しい技術、オンリーワン製品に挑戦しつづけます。

　　・お客様の求める一歩先の製品・技術・サービスを提供します。

　革新的なものづくりを通じて社会の発展に貢献します。

　　・ものづくり企業として持続的に成長し、社会の発展に貢献します。

　　・地域社会への感謝の気持ちと対話を大切にし、共に繁栄します。

　　・取引先との公正・公平な取引を通じて信頼関係を築き、共に繁栄します。

　リスクを恐れず挑戦し成長する喜びを共感します。

　　・従業員一人ひとりが常に新たな課題に向かって勇気を持って挑戦します。

　　・従業員の個性を尊重し、挑戦する人財を全員でサポートします。

「グループ経営理念」

https://www.metalart.co.jp/company/message/#philosophy

（２）ガバナンスに関する考え方・基本方針

本報告書の「Ｉ1.基本的な考え方」に記載しております。

（３）取締役の報酬

当社は、役員の報酬の額の決定に関して、職位別の一定の基準に加え、業績・成果等を反映させた体系にて支払うこととしております。また、その
決定方法は、株主総会にて定められた報酬限度額の範囲内において、取締役会にて金額を決定しております。

（４）取締役・監査役の選解任と指名

取締役候補については、事業戦略を実行するにあたって必要な知見を有する人材を、的確かつ迅速な意思決定と適材適所の観点より総合的に
勘案して決定しております。

監査役候補については、当社の事業、または経営に関する豊富な経験と高い見識を有し、客観的・中立的な立場での監査を行うことができる人材
を、適材適所の観点より決定しております。なお、監査役候補については、監査役会の同意を得るようにしております。

また、経営陣幹部の解任については、下記の評価基準を踏まえ取締役会で解任すべきと判断に至った場合は、株主総会に解任議案を上程し、そ
の決議をもって解任いたします。

　1.公序良俗に反する行為を行った場合

　2.健康上の理由から、職務の継続が困難となった場合

　3.職務怠慢により、著しく企業価値を毀損させた場合

（５）個々の選解任・指名についての説明

社外取締役候補、社外監査役候補については、個々の選任理由を、株主総会招集通知に記載しております。取締役候補、監査役候補について
は、個人別の略歴を株主総会招集通知に記載しております。

【補充原則４－１－１　取締役の役割・責務（１）】

当社は、取締役会規則等により、取引・業務の規模や性質に応じて決裁権限を定めております。

なお、次の事項は、取締役会の決議を経るものとしています。

（１）会社法及び他の法令に規定された事項、（２）定款に規定された事項、（３）株主総会の決議により委任された事項、（４）その他経営上の重要
な事項。

また、次の事項は、取締役会に報告するものとしています。

（１）業務の執行の状況、その他会社法及び他の法令に規定された事項、（２）その他取締役会が必要と認めた事項

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

金融証券取引所が定める独立性基準を当社の独立性判断基準として採用しており、当該基準に則り、独立役員である社外取締役を選任するよう
検討いたします。

【補充原則４－１１－１　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

原則３－１（４）に記載の通りであります。

なお、現在の取締役の員数は、的確かつ迅速な意思決定のために適切な規模と考えております。

【補充原則４－１１－２　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

取締役及び監査役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書等を通じ、毎年開
示を行っております。

【補充原則４－１１－３　取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社は、取締役会の審議に先立ち、経営会議や任意の会議体において、会社経営に関わる重要事項を協議し、取締役会での審議の効率化およ
び実効性の向上を図っております。

下記のとおり、2017年12月に取締役会の実効性を高め企業価値を向上させることを目的として、取締役会の実効性に関する評価を行いましたの
で公表いたします。

（１）評価の方法・プロセス

取締役会の実効性を測定するため、社外役員を含む全ての取締役および監査役に対して質問票にて回答を得ました。回答集計を踏まえ、取締役
会にて分析・評価を行いました。



（２）分析・評価の結果

当社の取締役会は、規模・構成・運用状況等において、経営上重要な意思決定や業務執行の監督を行うための体制が構築されていることを確認
しました。また、各構成員が果たすべき役割を十分に理解し、活発に議論が行われていることを確認しました。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング】

社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役の就任の際、会社の事業、財務、組織等に関する必要な知識を各担当役員が説明する機会を設
けております。

加えて、外部の団体、企業等が主催する研修会等につきましても、当社が費用を負担し、適宜役員が出席し、必要な知識の習得に務めておりま
す。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

（１）基本的な考え方

当社は、持続的成長と中長期的企業価値向上のためには、株主および投資家の皆様のご理解とご支援が必要であると認識しております。株主お
よび投資家の皆様に正確な情報を公平にご提供しつつ、建設的な対話を行い、長期にわたる信頼関係を構築したいと考えます。

（２）IR体制

IR担当取締役がIR活動に関連する部署（管理統括室）を管掌し、日常的な部署間の連携を図っております。

（３）対話の方法

当社ホームページ内にIR情報のページを設け、決算短信や業績の予想等を適時に掲載しております。

また、2017年5月24日に当社ホームページ（https://www.metalart.co.jp/）のリニューアルを行い、ＩＲ情報として、新たに業績ハイライト、ＩＲカレン
ダーを設けました。

（４）社内へのフィードバック

株主および投資家の皆様との対話の内容につきましては、必要に応じて経営陣、取締役等にフィードバックいたします。

（５）インサイダー情報

株主および投資家の皆様との対話において、未公表の重要事実を伝達することはいたしません。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ダイハツ工業株式会社 1,037,000 32.84

株式会社メタルワン 257,800 8.16

株式会社ゴーシュー 128,350 4.06

犬塚 好次 115,400 3.65

株式会社滋賀銀行 100,000 3.16

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 63,500 2.01

株式会社ケイエムコーポ 60,600 1.91

株式会社りそな銀行 60,000 1.90

北愛知リース株式会社 51,400 1.62

メタルアート社員持株会 39,150 1.23

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

特になし

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 3 月

業種 鉄鋼

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満



直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項なし



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

竹林　満浩 公認会計士

藤井　正大 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

竹林　満浩 ○
株式会社プロアクティブ

代表取締役社長

公認会計士としての専門的知識及び公認会計
士事務所の経営者としての豊富で幅広い経験
を有しております。平成28年から社外取締役と
して、当社の経営の重要事項の決定及び業務
執行の監督に貢献していただいております。今
後も取締役としてグループ全体の経営に対して
ご提言いただき、当社のガバナンス体制の強
化に寄与していただけると判断したことから選
任させて頂きました。

なお、東京証券取引所が定める独立役員の要
件を満たしているため、独立役員に指定してお
ります。



藤井　正大 ○ 藤井正大法律事務所所長

藤井正大氏は、弁護士であり、主に会社法・企
業法務を専門分野としております。また、弁護
士事務所の経営者としての豊富で幅広い経験
を有しております。これらの見識と経験を活か
し、取締役としてグループ全体の経営に対して
ご提言いただき、当社のガバナンス体制の強
化に寄与していただけると判断したことから選
任させて頂きました。

なお、東京証券取引所が定める独立役員の要
件を満たしているため、独立役員に指定してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人より監査計画及び監査結果を定期的に報告を受けております。

また随時連絡をとり、監査を進めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

京田　靖 他の会社の出身者 ○ ○

早田　陽一 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



京田　靖 　
ダイハツ工業株式会社

海外事業本部

自動車部門は当社の主力部門であり、自動車
メーカーの専門的知識と豊富な経験、幅広い
見識を当社の監査に反映していただくため。

早田　陽一 ○
ダイハツディーゼル株式会社

取締役常務執行役員

製造メーカーにおける豊富な経験と幅広い見
識を当社の監査に反映していただくため。

なお、東京証券取引所が定める独立役員の要
件を満たしているため、独立役員に指定してお
ります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

特にありません。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

特にありません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

役員に支払った報酬（2019年３月期）

取締役８名129,469千円（うち社外取締役２名） （4,200千円）、監査役１名12,400千円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

取締役８名　129,469千円（うち社外取締役２名） （4,200千円）

監査役１名 12,400千円

（注）1．上記取締役に対する報酬等の総額には、第88期定時株主総会において決議予定の役員賞与18,000千円（取締役５名）が

　　　　　含まれております。

　　　2．上記の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。

　　　3．上記のほか、2018年６月26日開催の第87期定時株主総会決議に基づき、退任取締役１名に対し役員退職慰労金6,500千円

　　　　　を支給しております。なおこの金額には、過年度並びに当事業年度の事業報告において記載した役員退職慰労金の繰入額

　　　　　6,500千円が含まれております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役への情報提供及びサポートを管理統括室が担当しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

多田　修 特別顧問
経営陣からの要請に応じた社外団
体活動及び当社グループにおける
改善活動の助言等

【勤務形態】常勤

【報酬】報酬有
2019/6/25 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【社外取締役に関する事項】

当社は社外取締役２名を選任し、企業経営に対する優れた見識をもとに当社経営への監督・関与を行っており、取締役会の監督機能

強化や経営の中立性・客観性を高める役割を担っております。

【監査役の機能強化に向けた取組状況】

当報告書「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の【監査役関係】の

項に記載。

【独立役員の確保の状況について】

当報告書「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の【取締役関係】

及び【監査役関係】の項に記載のとおり、竹林満浩氏、藤井正大氏、早田陽一氏を独立役員として指定しております。

【監査報酬】（2019年３月期）

会計監査人としての報酬等の金額　28,000千円

業務執行した会計士名等

PwCあらた有限責任監査法人　指定社員・業務執行社員 田邊 晴康　　継続監査年数 ３年

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

取締役会は、社外取締役２名を加えた６名で構成されており、十分な議論を尽くして意思決定を行っております。

さらに取締役会の権限委譲のもと、迅速な対応が必要とされる事業推進に関しては、常勤役員、部門責任者及び子会社代表者で

構成する経営会議を定期的に開催し、タイムリーな経営対応を図るとともに、社内各部門及び子会社の業務執行状況をチェックして

おります。

監査役会については、監査役３名（うち社外監査役２名）による監査役体制で、監査役は取締役会のほか、経営会議等の重要会議に

積極的に出席し、取締役の職務執行について厳正な監査を行っております。

また、会計監査人による監査を実施するとともに、必要に応じ会計監査人と監査役は意見交換を行っています。さらに、内部監査チーム

による内部監査を実施しており、社長直属の監査室を設け、内部監査の強化を図っております。

このような体制により、公正で効率的な企業経営を期しており、コーポレート・ガバナンスの面からも現在の体制が当社にとって充分に

機能していると判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社では、株主の皆様が議案の十分な検討時間を確保できるよう、招集通知は株主総会
開催日の３週間以上前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 2019年６月25日（火）に第88期定時株主総会を開催いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページ内にIR情報のページを設け、決算短信や業績の予想等を適
時に掲載しております。

また、2017年5月24日に当社ホームページ（https://www.metalart.co.jp/）のリ
ニューアルを行い、ＩＲ情報として、新たに業績ハイライト、ＩＲカレンダーを設け
ました。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理統括室で対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
社長を委員長とする「環境管理委員会」において全社環境管理計画、主要環境問題の

是正処置及び予防処理等を審議決定し環境問題の解決に積極的に取り組んでおりま

す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制システムに関する基本的な考え方

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・メタルアートグループ経営理念やメタルアートグループ行動指針等に基づき、各部門で法令や定款及び社会通念に沿った行動を行うよう周知徹
底する。なお、法令等遵守状況については経営会議に報告される。

・当社及び当社子会社のコンプライアンスに関わる問題及び疑問点に関しては、監査室を連絡先とする相談窓口（社員の声）を通じて、情報の早
期把握及び解決を図る。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録等重要な書類については別途定める社内規定に基づいて保存年限を定め保存する。取締役及び監査役は、常時、これらの情報
を閲覧できるものとする。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社を取り巻く事業上のリスク等の責任部署を定め、特に安全環境・品質・火災等の事業上のリスクについてはリスクを評価し、適切な対応を図
り、リスク管理を行う。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

社長は取締役会の承認を得て毎年経営計画を策定する。経営会議で利益計画の進捗状況をフォローアップし、適時に取締役会に報告する。社長
は経営計画を最も効率的に達成するように組織編制を行うとともに、各組織の指揮命令系統を明確にし、職務権限に関する社内規定等により部
門責任者に権限を附与する。

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・取締役や監査役の派遣等を通じて連携を取り、子会社からは毎年事業計画の提出をうけ、当該内容について経営方針など協議を行うとともに、
子会社の業務執行状況については社内規定に基づき、随時確認する。

・当社は、子会社でのコンプライアンス活動の状況を定期的にヒアリングし、必要に応じて当社の監査室やリスク分野ごとの担当部署等による監
査・指導を実施する。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役の職務の執行を補助するため、必要に応じて補助者をおくことができる。

（７）前号の使用人の取締役会からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助者は、その命令に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。監査役の補助者の人事評
価や人事異動については監査役の意見を聴取のうえ決定する。

（８）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当該報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制

・監査役は取締役会及び経営会議等の重要な会議に出席し、必要に応じて意見を表明する。

・当社の各取締役は、著しい損失や重大なコンプライアンス違反の発生のおそれがある場合は、担当取締役は監査役に遅滞なく報告を行う。当社
は、当社の子会社の各取締役が、当社グループに重大な影響を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに、直接間接を問わず当社の監
査役に報告する体制を整備する。

・監査役はいつでも当社及び当社子会社の取締役に対して報告を求めることができる。

・「社員の声」の担当部署である監査室は、提言内容等について、定期的に当社の監査役に対して報告する。

・当社は、当社及び当社の子会社の監査役へ報告を行った、当社及び当社の子会社の役員及び使用人に対し、関係する社内規程等で、当該報
告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

（９）監査費用等の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役の職務の執行に必要な費用に関して、毎年、監査役からの申請内容に基づき予算を設ける。

（10）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は社内関係部署・会計監査人等との意思疎通を図り、情報の収集や調査にあたっては、取締役及び関係部署はこれに協力する。監査の
実施にあたり必要と認めるときは、外部の弁護士、公認会計士その他の外部のアドバイザーを活用する。

２．内部統制システムの整備状況

上記の内部統制システムの基本方針の下で、取締役会では、業務執行の決定・監督を行うとともに取締役会の権限委譲のもと、迅速な対応が必
要とされる事業促進に関しましては、常勤役員、部門責任者及び子会社代表者で構成する経営会議を定期的に開催し、タイムリーな経営対応を
図るとともに、社内各部門及び子会社の業務執行状況をチェックしております。

監査役会につきましては、監査役３名（うち社外監査役２名）の監査役体制による監査を実施するとともに、必要に応じて会計監査人と監査役は意
見交換をおこなっております。さらに、「内部監査チーム」による監査を実施し、経営効率の向上、経営監視機能の強化、法令順守の徹底に取り組
んでおり、社長直属の監査室を設け、内部監査の強化を図っております。

これに加え、社長を委員長とし、常勤役員、部門責任者及び子会社代表者を委員とする「内部統制委員会」を設置し、機密・情報管理、全社のコン
プライアンス体制の整備、Ｊ－ＳＯＸ法に基づく内部統制制度の整備、輸出管理体制の整備等、全社的な内部統制体制の拡充に取り組んでおりま
す。

また、個々の統制やリスク管理、コンプライアンスが必要な分野は、各部門の本来業務としての統制活動に加えて、「全社安全衛生委員会」、「全
社環境管理委員会」及び「労使協議会」等の諸活動を通じて、よりきめ細かな統制活動を実施しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な団体及びそれら団体が関係する企業とは、取引や寄付等の利益供与行為を始め一切の付き合い
を行わず、組織として毅然とした態度で対応する姿勢を貫くことを基本方針としています。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

・ 当社の反社会的勢力への対応を担当する部署を管理統括室と定め、反社会的勢力と関係を遮断するために組織として対応しています。

　 また、反社会的勢力による不当要求や働きかけに対しては、直ちに担当部署に報告・相談する体制を整備しています。

・ 警察が主催する連絡会等に加入するなど、平素より警察、顧問弁護士並びに外部の関連団体との連携を図り、反社会的勢力へ

　の対応に関する指導を受けています。

・ 対応部署に置いて、警察及び外部の関連団体と連携することにより、反社会的勢力に関する情報を収集、管理し、社内及び

　関係会社に対しての注意を喚起しています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

該当事項なし

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

該当事項なし


